
 

 

 ２０１６春季生活闘争 取り組み方針（案） 2016年２月26日現在 

 
共 
 

闘 
 

産  別 

基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 

交 

通 

・ 

運 

輸 

共 

闘 

連 

絡 

会 

議 

自 治 労 

 

方針決定日 
１月29日 

地方公務員給与は、地域の
消費動向や地方において多
くを占める中小企業等で働く
労働者の賃金にも影響がある
ため、春闘期から公務員給与
改善にむけた取り組みを進
め、連合方針、公務員連絡会
方針を踏まえ、実質賃金の水
準改善にこだわって戦略的に
取り組みを進める。 
2015年給与制度の総合的見
直しによるマイナス２％の回復
分に、連合の掲げる「底上げ・
底支え」「格差是正」分の２％
程度を加えた４％程度を賃上
げ要求基準として踏まえ、人
勧期・確定期までを見据えた
賃金改善の取り組みを進め
る。また、非正規や民間・中小
については、2016連合方針を
踏まえ、時給1,000円以上の
確保をはかる。 
 

４％以上（2015年度給与制度
の総合的見直しにより生じた
マイナス２％分の回復+連合の
「底上げ・底支え」「格差是正」
分の２％程度）の賃上げの獲
得 
＜自治体単組＞ 
【到達目標（ポイント賃金）】 
30歳 243,599円、 
35歳 295,740円、 
40歳 345,348円 
＜地域公共サービス民間労働
者＞ 
・自治体最低賃金以上の確保 
・ 「 賃 金 カ ー ブ 維 持 相 当 分

4,500円+賃金改善分6,000
円」以上の獲得 

＜公営競技評議会＞ 
・自治体最低賃金以上の確保 
・「37/ｈ+2％」以上の獲得 
＜全国一般＞ 
・13,500円以上（平均賃上げ・

定昇相当分込み）の獲得 
（※賃金カーブ維持分4,500円
+生活維持・向上分7,200円（３
％以上）+格差及び配分の歪
み是正分1,800円以上） 
【到達目標（ポイント賃金）】 
30歳 255,000円、 
35歳 282,000円、 
40歳 315,000円以上 
 

自治体に雇用されるすべて
の労働者とすべての地域公
共サービス民間労働者の最
低賃金を月額154,300円、日
給7,720円、時給1,000円以
上とする。 

 

①一時金の引き上げにあたっ
ては、期末手当を中心に改
善すること。 

②勤勉手当の成績率の運用
については、十分な労使交
渉と合意によること。 

 

①雇用継続の取り組み 
②処遇改善の取り組み 
③自治体臨時・非常勤等職

員の法整備にむけた取り
組み 

④非正規労働者10万人組
織化の取り組み 

 

【賃金要求】 
○自治体最低賃金を時給

1,000円（国公行(一)１級
13号俸相当154,300円÷
20日÷７時間45分）以上
とし、正規職員との均等
待遇をはかること。 

○賃金改善について、37円
/ｈ＋２％（格差是正分）
以上の引き上げを実施す
ること。 

○実務経験、能力に基づい
て報酬決定を行うこと（昇
給制度の確立）。 

【最低到達条件】 
○通勤費用（費用弁償を含

む）について全額支払う
こと。 

○時間外勤務手当（追加報
酬）について全額支払う
こと。 

○休暇・休業（年次有給休
暇 （ 年 次 繰 り 越 し を 含
む）、産前・産後休暇、病
気休暇、忌引き休暇、短
期介護休暇、子の看護休
暇、育児・介護休業（休
暇）、生理休暇、夏季休
暇、特別休暇）を制度化
すること。 

○健康診断について、６ヵ
月以上勤続（見込み）・週
勤務20時間以上の職員
に実施すること。 

○雇用保険・健康保険・厚
生年金について、加入資
格を満たす職員を加入さ
せること。 

○2009年度より消費生活相
談員の報酬にかかる地方
交付税措置が拡充（150
万円→300万円）されてい
ることを踏まえ、非常勤職
員である消費生活相談員
の賃金改善を行うこと。 

【均等待遇（賃金）】 
○自治労の自治体最低賃

金と経験年数を考慮した
年齢別最低保障賃金を
確立すること。 

○賃金（報酬）について、人
事院指針（2008年８月26
日 ） や 総 務 大 臣 答 弁
（ 2009 年 5 月 26 日 ） 、
「2014年通知」などを踏ま
え、職務内容（職務の内
容と責任）、在勤する地
域、職務経験等の要素を
考慮し、改善すること。 

○諸手当（相当報酬）につ
いて、正規職員との均等
待遇による支給とするこ
と。 

○週の労働時間が定まり、
６ヵ月以上勤務予定の職
員には、月給制度を適用
すること。 

①２月２４日に「男女がともに担う
自治労委員会委員長・事務局
長会議」を開催し、男女平等
推進にむけた課題の共有化を
はかる。 

②女性活躍推進法に伴う特定
（一般）事業主行動計画の策
定にむけた労使協議を行う。
計画の策定には、男女共同参
画社会基本法の趣旨を踏ま
え、男女平等とワーク・ライフ・
バランスの観点を取り入れ、具
体的で確実な計画とするよう
労働者の意見を反映する。 

③次世代育成支援対策推進法
の延長等を踏まえ、特定（一
般）事業主行動計画を点検
し、計画を確実に実行するた
め労使協議を行う。 

 

①自治労の目標である1800
時間を早期に実現させ、
ゆとりある生活を送るため
にも、勤務時間管理を徹
底し、時間外勤務の縮減
に取り組むと同時に、年次
有給休暇の完全取得等を
するよう取り組む。 

②職場における男女平等の
推進には、非正規雇用の
処遇改善や男女を通じた
働き方の改革が必要不可
欠となっている。男性の育
児休業取得をはじめ、長
時間労働の解消など働き
方の見直しといった、ワー
ク・ライフ・バランスの推進
に取り組む。また、男女、
正規と非正規の賃金格差
是正のために、非正規問
題や賃金格差を盛り込ん
だ実態把握と計画策定を
求める。 

③ワーク・ライフ・バランスの
実 現 と 男 女 平 等 の 推 進
を、自治労の年間を通した
重要課題として、組織全体
で取り組む。具体的には、
各単組において春闘期を
起点に、ワーク・ライフ・バ
ランスと男女平等に関する
課 題 を 要 求 書 に 盛 り 込
み、男女平等推進月間で
ある６月期には、男女平等
推進闘争に取り組み、積
み残した課題について前
進をはかる。 

 

ワークルールの遵守
と快適な職場づくり
にむけて、下記の事
項について要求す
る。 
①偽装請負を行わ

ないこと。 
②任用・雇用につい

ては直接雇用を
原則とし、派遣労
働者の受け入れ
については、事前
協議を前提とする
こと。 

③安全衛生委員会
を月１回以上開催
し、快適職場環境
の 実 現と 健 康 診
断の徹底をはかる
こと。 

④災害時の業務の
体制、取引先・委
託先などとの連携
のあり方などにつ
いて、組合と交渉
・合意の上ルール
化すること。 

⑤2015 年12月から
義務化されたスト
レスチェックの制
度設計にあたって
は、組合との十分
な交渉・協議を行
うこと。また、結果
の集団集計・分析
を行った上で、職
場環境改善を講
じ、高ストレス者の
未然防止につな
げること。50人未
満の 事業場も 含
め、すべての事業
場において実施
すること。 

 

【人事評価制度】 
人事評価制度をあく
まで人材育成を目
的とする制度とする
よう、４原則（公平・
公正性、透明性、客
観性、納得性）２要
件 （ 労 働 組 合 の 関
与、苦情解決システ
ム の 構 築 ） に 基 づ
き、引き続き、交渉・
協議を進める。 
【地方財政の確立】
公共サービスの充実
と地方財源の確保
にむけて、政府予算
編成および自治体
予算編成サイクルと
連動し、政府予算お
よび地方財政の大
枠が決定される概算
要求策定時期（６～
９月）につながる取り
組みを進め、地方財
政の確立をはかる。
と く に 、 骨 太 方 針
2015の経済・財政再
生計画の歳出改革
に盛り込まれた「イン
センティブ改革」、
「公的サービスの産
業化」などの動きを
注視し、客観・中立
な地方交付税制度
を求め、中央・地方
で取り組みを強化す
る。 
【公契約条例・公共
サービス 基本条 例
制定の取り組み】 
公正労働基準の確
立と公共サービスの
質を確保するため、
公契約条例および
公 共 サー ビス 基 本
条例制定にむけた
取り組みを進める。 
 

2月10～17
日 

3月18日 

交通･運輸共闘連絡会議 



 

 

 
共 
 

闘 
 

産  別 

基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 

交 

通 

・ 

運 

輸 

共 

闘 

連 

絡 

会 

議 

運 輸 労 連 

 

方針決定日 

１月27日 

（水） 

 

 

逼迫するドライバー不足やこ
れまでの過当競争などによ
り、産業を取り巻く環境はより
厳しさを増している。また、長
時間労働が常態化している
にもかかわらず、私たちの賃
金は思うように回復していな
い。こうした状況を跳ね返し、
反転攻勢を強め、これまで以
上に月例賃金にこだわる闘い
を進めて底上げ・底支えを図
り、他産業との格差是正を求
めていく。 

・統一要求基準は、所定内労
働時間賃金に、定期昇給
（相当）分の1.5％と、賃金改
善分（格差是正分含む）とし
ての3.0％を加えた4.5％を乗
じたものとする。 

・産別としての平均要求方式
における賃上げ要求額は、
11,000円中心とする。 

・地域実態と隔たりの大きい場
合には、地域のベース賃金
を算出して要求額を設定で
きることする。 

・個別賃金要求は、他産業と
の格差是正を考慮したものと
する。 

・中央本部で作成した申入
書・協定書をもとに、すべ
ての加盟単組が春闘時に
企業内最低賃金協定の締
結を求めて申し入れ（要
求）を行い、賃上げ妥結に
合わせて最低賃金額を締
結する（協定額は時間額を
基本とする）。 

・運転者以外の職種の企業
内最低賃金については、
地域別最低賃金額の20％
以上アップの時間額を要
求することとし、トラック最
賃同様に協定化に取り組
むこととする。 

・一時金の要求額について
は、年間一括は120万円以
上（月数では所定内賃金の
5ヵ月以上）とし、夏季一時
金の場合は60万円以上（同
2.5ヵ月以上）とする。 

○無期転換促進の取り組み
・現段階で5年を超えて働き
続けている場合、法改正
から5年となる2018年4月
を待たずに、無期労働契
約に転換するよう労使協
議等の場で求めていく。 

・契約更新の際に無期転換
を避けるための雇止めが
行われないよう取り組む。

○正社員化の取り組み 
・改正法では、正社員への
転換を義務付けるもので
はないものの、無期への
転換後は正社員とする制
度を求める。 

○労働条件・職場環境改善
の取り組み 

・福利厚生の充実に向け
て、働き方に関係なくす
べての労働者に適用する
よう取り組みを進め、それ
ぞれの単組で必要に応じ
た職場環境の改善を会社
に求める。加えて、派遣労
働者など間接雇用者につ
いても、同様の取り組みを
進める。 

有期契約労働者を雇用して
いる職場では、労働条件に
ついて点検を行い、時間給
などの賃金引上げや労働時
間短縮など、有期契約労働
者の処遇改善に取り組む。

・女性労働者の雇用安定と拡大
を図るため、労働条件の整備
や職場環境の改善および法令
遵守に取り組む。 

・連合方針に基づき、男女平等・
均等待遇の実現に向け、男女
平等推進委員会や諸会議等
で検討を深め、男女平等参画
推進の取り組みを進める。 

・男女間の賃金格差の実態把握
と是正に取り組む。 

・男女平等関連労働法の改正後
のフォローアップ。 

・恒常的な時間外労働の削
減を図るとともに、長時間
労働を前提とした賃金体系
の見直し、休日の増加な
ど、それぞれの職場の実態
に基づいて、長時間労働
の解消に向けて取り組む。 

・労働法制全般の周知徹底
と改善基準告示の遵守、
36協定（特別条項付協定）
の点検・適正化などを図る
ことで総労働時間の短縮を
進め、長時間労働に起因
する健康被害の防止に努
める。 

・時間外割増率の引き上げ
については、すべての単組
で、①月60時間以内は時
間外割増率30%以上、②月
60時間超は同50%以上、③
休日割増は50%以上――
の引き上げを求める。 

・時間単位の年次有給休暇
の実施にあたっては、日単
位の取得が阻害されないこ
とを前提とする。 

・計画的な「年休消化」に取
り組むことにより、総労働時
間短縮を進める。 

○有期労働契約（無
期 転 換 ル ー ル の
特例）に関する取
り組み 

・現段階で5年を超
えて働き続けてい
る場合、法改正か
ら5年となる2018年
4月を待たずに、無
期労働契約に転換
するよう労使協議
等の場で求める。 

・契約更新の際に無
期転換を避けるた
めの雇止めが行わ
れな い よ う 取り 組
む。 

○青少年の雇用の
促進等に関する法
律（若者雇用促進
法）に関する取り
組み 

・「募集・採用」「労
働時間」「職業能
力の開発・向上」
に関する状況につ
いて労使協議を行
い、対応する。 

○障がい者雇用に関
する取り組み 

・障がい者の雇用の
促進等に関する法
律の趣旨を踏まえ
そ の 対 応 に 努 め
る。 

・連合を通じ厚生労
働省など関係各所
に対し、障がい者
就 労 施 設 等 に 積
極 的 な 仕 事 の 発
注や物品の購入を
行う企業への優遇
措 置 の 拡 充 や 認
定 制 度 の 創 設 な
ど、必要な施策を
求める。 

○安全な職場づくり 
・安全衛生委員会
の確立と定期開催
の実施および「陸
上貨物運送事業
における荷役作業
の安全対策ガイド
ライン」の周知・徹
底を図る。 

・政策制度の取り組
み。 

・雇用確保の取り組
み。 

・産別統一闘争の強
化。 

・組織の拡大。 

２月12日
（金）～15日
（月） 

大手・先行組
合のヤマ場：
3月中旬、中
小組合のヤ
マ場：4月第3
週（2月29日
（月）に日程
を確認） 

 

 私 鉄 総 連 
 
方針決定日 
２月２日 
第２回拡大
中央委員会 

16春闘は、私たち労働者に
とっても、日本経済全体にとっ
ても、大きな意味を持つ。政界
や経済界が賃上げを期待して
発言を続けているが、春闘は、
労使が責任を持って闘争・交
渉を重ねながら、自らの生活を
維持・改善させるものである。
そのことによって国内の消費を
押し上げ、日本経済を内需主
導で成長させることが必要であ
る。そのためには、各単組が、
組合員の意志を一つに集め、
強い思いと行動力によって交
渉力を高め、経営側を追い込
まなくてはならない。 

現行各人基本給を、「定昇相
当分(賃金カーブ維持分)2.0
％」プラス「生活維持分＋生活
回復･向上分(ベア分)5,600円」
引き上げる。 

①各都道府県の「2015年度
地域別最低賃金＋10％」
を求める。 

②最低水準131,200円を引き
上げる。 

③月額換算に用いる１カ月
の労働時間は173.8時間と
する。 

④各都道府県の地域別最低
賃金は、原則として本社地
を基本とする。 

⑤協定期間内に地域別最低
賃 金 が 変 更 に な っ た 場
合、これに準拠させる。 

⑥月額換算の計算におい
て、円位未満の端数が生
じたときは、円位を単位と
して切り上げる。 

①2015年度の協定月数を堅
持する。 

②削減を余儀なくされた組合
は、回復分を強く要求する。

③年間５カ月に満たない組合
は、５カ月とする。 

④協定は夏冬別途ではなく、
年間協定とする。 

・年間臨時給は「賃金の後払
い」であること、生活防衛、
年間収入確保などの観点か
ら、年間臨時給水準の堅持
・向上をめざし、回復分を含
めた協定月数を要求する。

・５カ月に満たない組合は、５
カ月を要求することを基本と
し、中期賃金方針で定めた
水準(到達５カ月以上、目標
５カ月、最低３カ月)達成を
めざす。 

多様な働き方に対応した均
等・均衡待遇の実現、関係法
の遵守などに取り組む。 

すべての労働者の処遇改善
のため、時間給について、１
時間あたり60円以上を引き
揚げることを基本とする。 

    2月8日 ３月中旬 
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基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 

交 

通 

・ 

運 

輸 

共 

闘 

連 

絡 

会 

議 

Ｊ Ｒ 連 合 
 
方針決定日 
２月３日 

・企業業績、政府・社会・経済
の諸動向等を踏まえ、月例
賃金総額の引き上げにこだ
わる取り組みを行うとともに、
あらゆる労働条件の点検・
分析を深度化しつつ改善を
図る「総合生活改善闘争」に
徹底してこだわり、諸労働条
件の着実な向上・改善を目
指す方針とする。 

・とりわけ、ＪＲグループ（ＪＲ７
社、グループ会社）に加え、
業務の受委託関係にある協
力会社をはじめとする取引
企業（協力会社等）も含めた
すべてのＪＲ関係労働者へ
の波及（労働条件向上）を
強く意識した方針とし、生み
出した付加価値の適正分配
に資する公正取引（契約単
価の見直し・向上等）を求め
る方針とする。 

（具体的な要求内容は、連合
方針に基づく水準で現在検討
中） 
①定期昇給相当分（賃金カー

ブ維持分）の確保を求め
る。 

②ベースアップ要求による統
一行動をはじめ、賃金項目
全般の引き上げを通じて、
月例賃金総額の引き上げ
に取り組む。 

※要求方式は、平均賃金引き
上げ方式と個別賃金引き上
げ方式の併用とし、個別賃
金引き上げ方式を採用する
単組は、35歳・男子・高卒・
標準労働者・回帰値で設定
予定）。 

※一昨年ＪＲ連合として策定し
た「中期労働政策ビジョン
2014～2018」に中期的に到
達すべき目標賃金を設定
（Ｑ１～３で設定）、5カ年で
同目標賃金をキャッチアッ
プする取り組みを展開中。
本年もその一環として中期
的視点に立った賃金引き上
げに取り組む（同ビジョンに
掲げる中期目標に基づく取
り組みは２年目）。 

③ワーク・ライフ・バランス社会
の実現に資する諸手当改
善に力点を置いて取り組
む。 

連合方針に基づく取り組み。 
 

・期末手当（夏季手当、年間
臨給）について、可能な限
り同時要求する。 

※具体的な要求内容は、各
単組にて決定 

 

・全ての構成組織における
非正規労働者の「正社員
化」の制度創設を目指す。

・労働契約法の改正趣旨を
踏まえ、正社員との均等待
遇（昇給ルール、時間外割
増適用、無期契約転換後
における均等処遇の確保、
慶弔休暇等）を要求する 

・また、業務内容に着目した
諸手当等の点検・改善要
求を行い、均等待遇を目
指す。 

 

（現在検討中） 
・均等待遇に向けた賃金の  
引き上げを求める（「誰で
も時給1000円」をめざす
取り組み 

・賃金カーブ維持相当分の
確保 

・40円を目安とした時給の
引き上げ等 

 

・女性活躍推進法に関する取り
組みなど、連合方針に基づく取
り組み 

・育児・介護休職を取得すること
による人事考課における不利益
取り扱いを禁止するとともに、昇
給における育児および介護休
職期間除外規定および昇格に
おける欠格条項廃止を求める 

・法定を超える育児・介護休業期
間の拡充や育児・介護に係る短
時間勤務制度の拡充、この看
護休暇制度の拡充等といった、
育児及び介護に関わる諸制度
の拡充、前進を図る。 

 

・年間総実労働時間1800時
間を目指す 

・時間外労働等割増率につ
いて、法定割増率水準から
の引き上げを求める 

・36協定の遵守状況、特に
特別条項付協定を締結して
いる単組についてはその適
宜点検を図る 

・平均年休取得率90％を目
指すとともに、年間取得ゼロ
の組合員をなくす 

・採用時の年休付与日数15
日以上を実現する 

・半日休暇制度の回数制限
撤廃を実現する 

・事業所ごとに年休取得率を
把握し、適正人員の措置を
通じて取得率の向上に向け
た取り組みを展開する 

 

①60歳以降の雇用
制度ならびに賃金
制度については、
希 望 者 全 員 を 対
象とする65歳まで
の継続雇用を前提
とした、合理性の
ある雇用制度と賃
金 制 度 の 確 立 に
取り組む。また、60
歳 以 降の 諸 労 働
条件の前提となる
50歳以降のシニア
層の基本賃金をは
じめとした諸労働
条件の改善に努め
る。とりわけ「同一
価値労働・同一賃
金」の理念に基づ
いた点検ならびに
改善を求め、シニ
ア層にとって働き
がいのある職場環
境整備を図ることと
する。併せて、生涯
獲得賃金のさらな
る引き上げを目的
として退職手当の
改善に取り組み、
第 二 基 本 給 の 縮
小・廃止をはじめと
する要求を行う。 

②労働契約法の趣
旨に基づき、法定
（有期契約５年）を
下回る年限での無
期 転 換 権 確 保 に
取り組むとともに、
均 等 待 遇 の 観 点
に立って、有期契
約 労 働 者 の 労 働
条件全般の点検を
図る。 

③改正労働者派遣
法に関する取り組
み 

④若者雇用に関する
取り組み 

⑤障がい者雇用に関
する取り組み 

⑥安全な職場づくり 

①安全・政策・民主化
の運動との連携・強
化 

・最重要課題である安
全のさらなる確立に
向けた取り組みを強
化していくと同時に、
安全衛生委員会な
どの活性化を図る。

・春季生活闘争の取り
組みに併せ、交通政
策実現の取り組みを
強化する。 

・春季生活闘争と民
主化闘争を柱とする
組織強化・拡大の取
り組みを効果的に組
み立て、積極的な組
織対策行動を展開
する。 

②各単組・地協にお
ける全組合員を挙
げた運動の強化 

・2016春闘の社会的
課題の周知をはじ
め、全組合員との共
通課題認識を深める
などの各単組のあら
ゆる取り組みを強化
する。 

・組合員の闘争方針
の理解促進と参画
意識を高め、産別・
単組の求心力を高
めるために、運動と
しての春闘を強化す
る。具体的には、JR
連合地方協議会およ
び各単組の決起集
会等や、討議資料を
活用した「学習会」
の開催に取り組む。

・運動の担い手が世
代交代している現状
を踏まえ、「春闘運
動」の継承を図るべ
く、教育という観点か
ら「春闘」の意義、目
的等を伝える機会と
していくこととする。

ＪＲ各単組･･
･ 機 関 決 定
後速やかに
提出（期限
は2月15日）
グループ労
組 ･ ･ ･ 可 能
な限り2月29
日まで 

検討中 
 

 Ｊ Ｒ 総 連 
 
方針決定日 
２月５日 

第１先行組合が積極的・精力
的にベースアップを勝ち取
り、その効果を第２先行組合
含めて産業全体の底上げ・
底支え・格差是正に取り組
む。 
 

定昇をはじめとする賃金制度
を守り、実質賃金の確保と生
活改善に向けて、定昇分（賃
金 カ ー ブ 維 持 分 ） に 加 え 、
ベースアップ分6,000円（物価
上昇分、生活向上分、格差是
正分）を統一要求とする。定昇
（賃金カーブ維持分）の算定
が困難な組合は、連合・中小
共闘方針をふまえ、10,500円
（定昇・賃金カーブ維持分含
む）とする。格差是正・実損回
復分は必要に応じて各単組で
設定する。 
賃金制度が未整備の労連加盟
単組は、賃金制度の確立と整
備を取り組む。 
賃金制度改善、諸手当改善は
各単組要求で解決をめざす。 

初任給を引き上げ、企業内
最低賃金を引き上げる。 
 

一時金要求については、各
単組の実情により設定する。
 

単組・労連加盟組合をはじ
めＪＲグループ内外の非正
規労働者の組織化を取り組
む。 
契約社員の正社員化と雇用
確保をめざす。 
契約社員、臨時・パート社員
の待遇改善は各単組の実
情により設定する。 
非正規雇用問題の解決をめ
ざし、連帯活動を強化する。
 

時給引き上げについては、
賃上げと格差是正に取り組
む。 
賃金整備の未整備な組合
は制度の確立と整備に取り
組む。 
時間給1,000円以上に引き
上げる。 
 

連合方針により取り組む。 
 

連合方針を踏まえ、年間所
定労働時間2,000時間未満、
年次有給休暇の平均取得日
数10日未満、時間外労働等
の割増率が法定割増率と同
水準にとどまっている組合を
なくす。 
また、時間外労働を１ヵ月45
時間以下に抑えることを基本
とし、少なくとも１ヵ月100時間
または２ヵ月160時間を超え
る過重労働を根絶する。 
勤務間インターバル規制（原
則11時間）導入を進める。 
 

連合方針により取り
組む。 
 

65歳定年制及び希
望者全員の再雇用
（経過措置の撤廃）
制度の 確立をめ ざ
す。55歳以上の在職
条件の改善を目指
す。 
36協定違反の根絶、
法令・労働協約遵守
に向け、職場実態を
総点検する。 
厚労省「労働時間等
見直しガイドライン
（労働時間等設定改
善指針）」の活用や
「改正労基法」、「改
正 育 児 ・ 介 護 休 業
法」を上回る取り組
みを継続する。 

原則として2
月中 
 

別途決定す
る 。 最 大 の
ヤ マ 場 は ３
月16日とす
る。 
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・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 

交 

通 

・ 

運 

輸 

共 

闘 

連 

絡 

会 

議 

交 通 労 連 

 

方針決定日 

１月19日 

 
 

賃金の底割れを阻止し、公正
な企業間競争の基礎的条件
整備に資する「特定（産業別）
最低賃金」の確立を進めるた
め、企業内最賃協定の締結
を推進する。各部会は、制度
格差が明確に表れてきている
ことを踏まえた指導を行い、
賃金表が明確でない組合に
対しては、部会実態調査など
を踏まえて、目安となる賃金
水準や参考値を示す。 

「年収の引き上げ」に向けて、
それぞれの業種実態を踏まえ
た取り組みを展開し、業種横
断的な賃金の確立と底上げを
めざす。 
○トラック部会 

１人あたり平均11,000円中
心【定期昇給及び賃金カーブ
維持分1.5％(3,670円中心)＋
賃金改善及び格差是正分3.0
％（7,330円）[率換算では所定
内労働時間賃金×4.5％]】 
○軌道・バス部会 

定期昇給相当分（賃金カー
ブ維持分）1.43％【約3,000円】
＋α（消費税増税など過年度
物価上昇などによる賃金目減
り の 補 填 分 含 む ） 2.0 ％ 【 約
4,200円】 
・目標最低基準3,000円（1.43

％） 
○ハイヤー・タクシー部会 

4.0％程度（定昇相当分【賃
金カーブ維持分】として年収
の1.0％＋実質生活向上分・
物価上昇分・格差是正分とし
て年収の3.0％） 
○自校・一般部会 

賃金カーブ維持分（定期昇
給見合い分）4,500円と生活向
上をはかる原資として9,000円 

(1)行き過ぎた規制緩和と需
要の減少が相まって供給
過剰に拍車がかかり、企
業間の過当競争による労
働者へのしわ寄せが現実
のものとなっている。公正
競争確保のための競争
ルールの整備が重要であ
り、連合・交運労協との連
携をはかりながら特定（産
業別）最低賃金制度の新
設に積極的に取り組む。 

(2)新設をめざす取り組みの
なかでは、労使合意の難
しさや、都道府県単位が
前提の制度と事業実態の
乖離なども指摘されてお
り、新設の障壁となってい
る。こうした制度上の課題
について研究を深めてい
く必要がある。 

年間での要求および賃金と
同時要求・同時妥結を基本と
して、年収の引き上げに取り
組む。具体的な要求額・月数
は各部会で策定する。 
○トラック部会 

１人平均100万円中心 
○軌道・バス部会 

目標を５ヵ月以上とし、最
低でも３ヵ月以上 
○ハイヤー・タクシー部会 

前年実績（年間）＋年収の
2.0％。歩合給と固定給のバ
ランスの取れた給与体系の再
構 築 、 累 進 歩 合 制 度 の 廃
止、事業による経費を運転者
に負担させる慣行の見直し
等、賃金制度の改善によるも
のも可とする。 
○自校・一般部会 

６ヵ月（最低４ヵ月以上を獲
得目標とし、前年実績がこれ
を上回る組合の獲得目標は
前年実績以上とする） 

非正規雇用労働者の時給
引き上げ額の目安として、連
合は37円（中小共闘・賃上
げ水準目標6,000円の時給
換算）を示している。また、
13年に改定された「連合リビ
ングウェイジ」の都道府県別
水準も参考に取り組む。 

 ⑥男女雇用機会均等法が改正
（平成19年４月施行）され、職
場に働く人が性別により差別
されることなく、働く女性が母
性を尊重され、その能力を十
分発揮することができる雇用
環境を整備することが求めら
れている。そのため、性別によ
る差別禁止の範囲の拡大、妊
娠等を理由とする不利益取扱
いの禁止等が定められた。法
の趣旨を十分考慮し、誰もが
能力発揮できる職場となるよう
労働協約の点検・整備に取り
組む。 

⑦同時に、職場におけるセクシャ
ル・ハラスメント対策が、これま
での配慮義務から雇用管理上
の対策を講じる義務に強化さ
れ、合わせて男性に対するセ
クシャル・ハラスメントも対象と
なった。民法上の不法行為で
あるパワー・ハラスメントも含
め、事前の予防が極めて重要
であるとの認識に立った対策
と、事後の対処も適切にできる
体制の整備に、厚生労働省の
指針等も踏まえて取り組む。 

⑧なお、関連する指針が一部改
正され（平成26年７月１日施
行）、1)合理的な理由なく転勤
要件を設けることは間接差別
に該当すること、2)異性間だけ
でなく同性間の言動も職場の
セクハラに該当すること、3)セ
クハラの被害者への事業主の
対応に産業保健スタッフなど
によるメンタルヘルス相談を追
加すること、4)職場における性
別役割分担意識を改める重
要性－などが盛り込まれた。ま
た、コース別雇用管理につい
ての「留意事項」が「指針」に
格上げされたことを踏まえた
職場の環境整備をさらに進め
ていく。 

深刻な人手不足の背景に
は、長時間労働に対する求
職者の敬遠があり、人手不
足が長時間労働の常態化・
深刻化を招く悪循環となって
いる。総労働時間の一律的
な短縮は困難で、労働時間
短縮と年収確保の両立も難
しいが、休日増（新たな祝日
【８月11日「山の日」】）や休
日労働の抑制、年休の取得
促進など、第５次中期時短
方針に基づき、それぞれの
職場の実態を踏まえた労働
時間の短縮に取り組む。 
また、人手不足による労働環
境の悪化が主な要因と思わ
れる重大事故が度々発生し
ている。これを他山の石とし
て、特定の組合員に極端な
長時間労働が生じていない
か等の点検活動、働き方の
見直しと人手不足の解消に
向けた労使協議を進めてい
く。⑪ 育児・介護休業制度
の協約未締結組合は、協約
化に全力で取り組む。また、
平成24年７月に完全施行さ
れた改正育児・介護休業法
で義務付けられた、３歳まで
の子を養育する労働者に対
する1)短時間勤務制度と2)
時間外労働の免除制度、3)
介護休暇の創設、4)父母が
ともに育児休業を取得する
場合のパパ・ママ育休プラス
制度、5)子の看護休暇の拡
充（２人以上年10日に）－な
どの協約化と制度拡充に取
り組む。 

  原則２月末、
遅くても３月
末 

 

 海 員 組 合 
 
方針決定日 
２月16日 

外航：外航船員が担う職責の

重要性に見合う労働環境の

整備に加え、後継者の確保・

育成に資する労働環境の構

築に向け取り組む。 

国内：雇用の維持と生活の安

定を第一義に、将来に希望を

持てる労働環境の構築に加

え、後継者の確保・育成に繋

がる職場環境の整備に向け

取り組む。 

水産(大型漁船)：若年後継者

の将来に展望が抱けるような

労働条件の向上に取り組む。 

水産（地区漁船・漁業無線

局）：固定給を重視した賃金

体系の確立に向け取り組む。 

 

外航：賃金カーブを維持したう

えで月例賃金を２％以上引き

上げる。 

国内（内航）：約３％のベース

アップ。 

国内（大型カーフェリー）：約２

％のベースアップ。 

国内（旅客船）：基本給を２％

引き上げる。 

国内（港湾）：基本給を２％引

き上げる。 

水産：基本給を２％引き上げ

る。 

 

     外航：定年制度については

年金受給開始年齢の引き上

げに伴う空白期間が生じるこ

とのないよう必要な対応を求

める。 

国内（港湾・旅客船）：年金

支給開始年齢の動向を踏ま

え、定年年齢もしくは退職年

齢の延長要求を行う。 

水産：年金受給開始年齢の

段階的移行を勘案した、定

年・退職年齢の改定を図る。 

全部門：国民の祝日増加に

伴う年間休日日数の増加を

求め、それに伴う時間外手

当算出基準に用いる賃率分

母の改定を要求する。 

  2月下旬 協約有効期

限内妥結を

目指す 

        



 

 

 
共 
 

闘 
 

産  別 

基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 

交 

通 

・ 

運 

輸 

共 

闘 

連 

絡 

会 

議 

航 空 連 合 

 

方針決定日 

１月20日 

現在の、安定的に利益を生
み出せる企業体質や好業績
は、非正規雇用社員を含め
たすべての働く仲間の不断の
創意工夫と努力によって生み
出した生産性向上や付加価
値によって支えられている。こ
れらの生産性向上や付加価
値は、労働組合のない職場も
含めた航空関連産業で働く
すべての仲間の尽力によって
生み出しているとの認識のも
と、あらゆる職種・職場の隅々
にまで 「活力の好循環」を行
き渡らせる必要がある。 
2016春闘では、中期的な視
点も持ちながら、人への投資
により働く仲間の意欲や活力
を高め、それを一層の生産性
向上につなげる「活力の好循
環」を継続的、安定的に生み
出すとともに、あらゆる職場へ
「活力の好循環」を行き渡ら
せる運動を展開する。 

・月例賃金の改善について
は、3,000円以上を基準とし
た要求を行う。 

・賃金カーブ維持（定期昇給
の確保）を確認する。 

・賃金テーブルが不明の加盟
組合は開示を求める。 

・定期昇給制度がない場合
は、定期昇給相当分として
5,000円を目安に要求を行
う。 

・全体的な賃金改善だけでな
く賃金体系上の歪みや賃金
分布の偏りの是正、最低賃
金協定の締結などそれぞれ
の環境に応じた効果的な賃
金水準の向上に取り組む。 

 

 年収を早期に見通し、年間の
生活設計を早期にたてられる
ことの重要性を意識したうえ
で年間一括協定を原則とし、
中長期的には年間5ヶ月以上
を水準に見据え、企業業績、
取り巻く情勢などを考慮し、
成果の公正配分を求める。ま
た、生活水準の向上、モチ
ベーション向上の観点から前
年実績を上回る要求を掲げ
て取り組む 
 

・有期雇用社員・パート労働
者に対する取り組みとし
て、安心して長く働き続け
ることができる 労働条件を
目指して、賃金をはじめと
する処遇改善を図るととも
に、その実態把握や社会・
労働保険の加入状況の点
検、正社員転換制度の有
無、創設などに関する交渉
・協議を環境に応じて行う。

 

・有期雇用社員・パート労
働者についても時給上げ
幅の目安として37円※3
（定期昇給を含む）、もしく
は時給1,000円以上を目
指した取り組みを行う。 
・全体的な賃金改善だけ
でなく賃金体系上の歪み
や 賃 金 分 布 の 偏 り の 是
正、最低賃金協定の 締
結などそれぞれの環境に
応じた効果的な賃金水準
の向上に取り組む。 

・一時金については、有期
雇用社員、パート労働者
への処遇改善と成果に応
じた適正配分を求める。 

 

働く者すべてがその持てる能力
を発揮できる職場をつくることは
企業の発展と活性化に極めて重
要である。仕事上の責任を果た
しつつ、すべての働く仲間がい
きいきと働くことのできる多様性
を尊重した環境整備を行うととも
に、雇用形態にかかわらずすべ
ての労働者の雇用の安定と公正
処遇を確保に取り組む。 
・女性の職場生活における活躍
の推進法に定められている事
業主行動計画の策定にあたり、
労働組合が積極的に参画し、
組合員のニーズや職場の実態
・課題を踏まえた意見反映を行
う。 

・改正男女雇用機会均等法の点
検と定着に向けて取り組む。 

・次世代育成支援対策推進法に
定められている一般事業主行
動計画について、内容の重要
性を労使で共有して取り組む。

 

多様化する価値観、ライフス
タイルを受容できる職場づく
りが必要である。組合員一人
ひとりの希望するワーク・ライ
フ・バランスの状態や課題
が、異なることを職場および
労使で共有し理解すること
で、ワーク・ライフ・バランスの
職場での定着を図る。 
・労働時間管理の徹底と労
働時間の縮減として、「総実
労働時間縮減に向けた取り
組み指針」に基づき、最終到
達目標および当面の目標の
実現を目指し、労働時間管
理の徹底強化や、年次有給
休暇の取得促進、所定外労
働削減など、総実労働時間
縮減に資するあらゆる取り組
みを進め、各労組の実態に
応じて取り組む。 
・仕事と家庭の両立支援の
充実として、出産・育児や介
護を理 由とし た 離職を 防
ぎ、仕事と家庭を両立しな
がら働き続けることのできる
職場の実現に向け、社内制
度の整備、制度の周知徹
底、職場風土の改革に取り
組む。また、両立支援策の
拡充の観点から、これを上
回る内容への拡充について
取り組む。 

 

すべての労働者の
雇用の安定と公正
処遇を確保する為、
ワークルールの確認
を 行 う 。 ま た 経 営
チェック機能として
の役割を果たすべ
く、コンプライアンス
の視点での職場の
状況や日常業務の
点検およびその対
応に取り組む。 
・改正パートタイム労
働法、改正労働契
約法、改正労働者
派遣法、若者雇用
促進法なのでにつ
いて点検 

・労働関連法規につ
いて法令遵守と運
用状況の点検を行
い、必要に応じて
その是正に向けて
しっかり労使協議
を行い、労働協約
の整備に取り組む。 

・時間内組合活動保
障の協定化および
充実に取り組む。 

・ミスマッチによる早
期離職を防止する
為に企業に対して
積極的な情報提供
を働きかける。 

・経営チェック機能と
しての役割を果た
すべく、コンプライ
アンスの視点での
職場の状況や日常
業務の点検および
その対応に取り組
む。 

・労働者保護ルール
の行き過ぎた規制
緩和に関しては、
引き続き議論の動
向を注視し、連合
の取り組みへの参
加を通じて広く社
会に向けた世論喚
起を行っていく。 

 3月上旬ま
で 
 

第 1 回 答
ゾ ー ン ； 先
行組合は3
月17日まで
の早期、第
2回答ゾー
ン；先行組
合以外3月
25日まで 
 

 全自交労連 
 
方針決定日 
１月23日 
 

①累進歩合の廃止 
②固定給と歩合給のバランス

の取れた給与体系の再構
築 

③運転者負担の見直し 
④過度な遠距離割引運賃の

是正 
⑤過労防止対策の推進 
 

ハイヤー・タクシー＝10,000円
の賃上げ要求 
自動車学校指導員＝15,000円 
 

企 業 内 最 低 賃 金 時 間 額
1,000円以上の協定締結を
目指す 
 

ハイタクＡ型賃金と観光バス
＝年間100万円 
自動車学校指導員＝年間
150万円 
 

     労基法違反、最低賃
金法違反、改善基準
告示違反（運転者の
労働時間規制）の一
掃に向けた摘発行動
強化 
 

2月29日 3月24日 

 


